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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

１ 秋田県の概況

１ 位置・地勢・地質

◎北緯40度に位置、全国６番目の広さ

本県は、東京都のほぼ真北約450kmの日本海沿

岸にあり、北京、マドリード、ニューヨークな

どとほぼ同じ北緯40度付近に位置している。

経緯度計算によると南北181km、東西111kmに

、 。 、及び 総面積は11,638㎢となっている これは

東京都の約5.3倍に相当し、全国では６番目の広

さである。

、 、また 現在は13市９町３村に区画されており

県土の約７割を森林が占めている。

◎主要３河川沿いに肥沃な耕地が展開

東の県境を縦走する奥羽山脈と、その西に平

行して南北に延びる出羽山地との間には、県北

に鷹巣、大館、花輪の各盆地、県南に横手盆地

が形成されている。また、米代川、雄物川、子

吉川などの河川に沿って肥沃な耕地が展開し、

、 、 、その下流に能代 秋田 本荘の海岸平野が開け

多くの都市を発展させている。

本県の地質は、青森、岩手の県境付近に分布

する古生代の粘板岩類と太平山を中心とする中

生代白亜紀の花崗岩類を基盤として、新第三紀

。層及び第四紀層などの地層が広く分布している

、 、また 土壌は褐色森林土が61万haと最も多く

次いで黒ボク土17万ha、グライ土13万haなどと

なっている。

２ 気候・気象

◎寒暖の差が激しい日本海岸気候

本県の気候は典型的な日本海岸気候であり、

寒暖の差が大きく、最高・最低気温の差は30℃

を超える。

暖候期は主に南東の風が吹き、晴れの日が多

く、例年７～９月には最高気温が30℃以上まで

上昇する。一方、寒候期の12月～３月前半は、

強い北西の季節風が吹き、降雪と厳しい寒さに

、 、見舞われており 内陸部に入るほど降雪が多く

気温も低い。また、降水量については、例年７

～11月に多くなる傾向にあるが、令和４年は、

３月、12月も多かった。

<図1-1>令和４年の月別気象値（秋田）

資料：秋田地方気象台調べ
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

３ 人口・就業構造

◎県総人口は前年から１万人以上減の約93万人

令和４年10月１日現在の秋田県の総人口は

929,915人で、前年に比べて14,987人（1.6％）

減少し、平成18年以降17年連続で１万人以上の

減少が続いている（過去最大の総人口は昭和31

年の1,349,936人）。

世帯数は386,239世帯で、前年に比べて519世

帯（0.13％）増加した。１世帯当たりの人員は

2.41人で、前年より0.04人減少した。

◎出生者数は４年連続の５千人割れ

令和３年10月から４年９月までの自然動態は

12,402人の減少となり、その内訳は出生者数が

4,105人（前年より278人減少）、死亡者が16,507

人（前年より488人増加）となっている。

また、同期間における社会動態は2,557人の減

少となっており、その内訳は、県外からの転入

者数が12,098人（前年より651人増加）、県外へ

の転出者が14,655人（前年より216人増加）とな

っている。

◎65歳以上の高齢者人口割合は37.5％を占め、

年々増加している

令和２年10月１日現在の県総人口の年齢別構

成を５年前と比較すると、15歳未満の年少人口

は13,186人減少して92,855人（構成比9.7％）と

なり、15～64歳の生産年齢人口は58,277人減少

して506,960人（52.8％）となった。一方、65歳

以上の高齢者人口は16,386人増加して359,687人

（37.5％）となっており、少子高齢化が進行し

ている。

<図1-2>県人口の動向

資料：総務省「国勢調査」、県年齢別人口流動調査

<図1-3>自然動態、社会動態の動向

資料：県年齢別人口流動調査

<図1-4>年齢別人口構成の動向

資料：総務省「国勢調査」
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

◎第１次産業就業者の割合が10％以下に低下

昭和50年の第１次産業の就業人口は204,813人

（構成比33.2％）だったが、昭和55年には第２

次産業を下回り、その後も一貫して減少を続け、

令和２年には40,122人（同8.8％）となっている。

これに対し、第２次産業、第３次産業の割合

は、令和２年にはそれぞれ109,589人（同23.6％）、

306,541人（同66.1％）となっており、特に第３

次産業の比率は一貫して増加している。

<図1-5>産業別就業人口の動向

資料：総務省「国勢調査」
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４ 県内経済・県民所得

◎名目成長率はマイナス2.1％

令和２年度の秋田県経済について、生産面か

らみると、第１次産業は、水産業が増加したが、

農業と林業が減少したため、前年度比4.5％のマ

イナスとなった。第２次産業は、製造業と建設

業が増加しており、前年度比2.8％のプラスとな

った。第３次産業は、情報通信業などが増加し

たが、宿泊・飲食サービス業などが減少したた

め、前年度比3.5％のマイナスとなった。

分配面では、財産所得などが減少し、県民所

得全体では5.8％のマイナスとなった。

支出側では、民間最終消費支出と総資本形成

が減少、地方政府等最終消費支出は増加し、全

体で2.1％のマイナスとなった。

この結果、令和２年度の秋田県の経済成長率

は、名目がマイナス2.1％、物価変動等を加味し

た実質もマイナス2.8％となった。

また、１人当たり県民所得は2,583千円となり、

前年度から4.6％減少した。

<表>経済活動別県内総生産（名目）（単位：百万円、％）

資料：秋田県県民経済計算

増加率 構成比

R元 R２ R２/R元 R２

第１次産業 109,347 104,445 -4.5 3.0 

 農業 96,731 92,671 -4.2 2.6 

 林業 11,198 10,339 -7.7 0.3 

 水産業 1,418 1,435 1.2 0.0 

第２次産業 840,585 864,172 2.8 24.5 

 鉱業 12,300 11,418 -7.2 0.3 

 製造業 539,078 552,395 2.5 15.6 

 建設業 289,207 300,359 3.9 8.5 

第３次産業 2,682,298 2,587,745 -3.5 73.3 

 電気・ガス・水道・廃棄物処理業 184,196 184,874 0.4 5.2 

 卸売・小売業 364,161 340,891 -6.4 9.7 

 運輸・郵便業 143,224 127,314 -11.1 3.6 

 宿泊・飲食サービス業 97,297 53,606 -44.9 1.5 

 情報通信業 78,617 80,281 2.1 2.3 

 金融・保険業 118,118 110,019 -6.9 3.1 

 不動産業 470,446 474,125 0.8 13.4 

 専門・科学技術、業務
 支援サービス業

246,589 247,786 0.5 7.0 

 公務 220,297 232,887 5.7 6.6 

 教育 167,254 168,226 0.6 4.8 

 保健衛生・社会事業 431,316 425,634 -1.3 12.1 

 その他のサービス 160,783 142,102 -11.6 4.0 

小計 3,632,230 3,556,362 -2.1 100.7 

輸入品に課される税・関税 23,284 19,780 -15.0 0.6 

（控除）総資本形成に係る消費税 48,250 45,690 -5.3 1.3 

計（県内総生産） 3,607,264 3,530,452 -2.1 100.0 

県民所得 2,631,686 2,478,173 -5.8 －

１人当たりの県民所得(千円) 2,707 2,583 -4.6 －

実数
項目
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

◎県民所得はマイナス5.8％

令和２年度の県民所得は２兆4,782億円で、前

年度に比べ1,535億円（5.8％）減少した。ま

た、１人当たりの県民所得は前年度に比べ124

千円減少し、2,583千円となった。

◎第１次産業の１人当たり総生産は横ばい

令和２年度の産業別総生産を５年前と比較す

ると、第２・３次産業の合計は2.5％増加し、第

１次産業については7.8％増加している。

１人当たりの総生産は、第２・３次産業は概

ね増加しているものの、第１次産業はほぼ横ば

いとなっている。

<図1-6>県民１人当たり県民所得の推移

資料：秋田県県民経済計算

<図1-7>総生産の推移（産業別）

資料：総務省「国勢調査」、秋田県県民経済計算
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

２ 秋田県農林水産業の概況

１ 農林水産業の立地条件

◎森林・耕地・水等の豊富な資源

本県の県土面積は約116万haで、その72％に当

たる約83.5万haが森林である。また、森林蓄積

は約１億９千万㎥で、うち民有林が66％を占め

ている。

一方、県土面積の13％にあたる約15万haが耕

地として利用されており、耕地面積は全国第６

位となっている。特に、雄物川や米代川等の主

要河川流域の盆地や海岸平野には広大で肥沃な

耕地が開け、土地利用型農業に適した条件とな

っている。

また、農業用水は、大部分を河川やため池に

依存しているが、水量は全体的に豊富で安定し

ている。

◎夏期の恵まれた気象条件

本県は、冬期間の積雪寒冷気候が農業振興を

図る上で大きな制約となっているが、夏期は梅

雨が短く、比較的冷涼な気候であることから、

野菜、花きの高品質生産を図る上で好適な条件

となっている。

また、水稲の生育期間中は、気温が十分確保

されており 気温の日較差も大きく 日照率 可、 、 （

照時間に対する日照時間の割合）が40～50％程

度（年間日照率は平年35％）となるなど、太平

洋側に比べて有利な条件下にある。

さらに、夏期の北東気流（やませ）の影響を

受けることが少なく、冷害の危険性は比較的小

さい。

◎８市町が260kmの海岸線を形成

本県の沿岸部には８市町村があり、海岸線の

延長は約260kmとなっている。北端には八森、中

央には男鹿、南端には仁賀保から象潟の３つの

岩礁帯を有しており、これに挟まれるようにし

て、米代川、雄物川、子吉川の三大河川による

平野が開け、河口部を中心に砂浜海岸が形成さ

れている。

海況について見ると、春はリマン寒流の影響

により、沖合から陸に向って冷たい水が顕著に

張り出してくるが、夏は対馬暖流の影響が強い

ことから、比較的暖かい水が沖合に広く分布す

る。秋になると暖流の影響が小さくなり、冬に

は北西の季節風の影響を強く受けて高い波が起

こり、しけの日が多くなる。
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

２ 秋田県における農林水産業の位置づけ

◎各種指標に占める農林水産業の割合は横ばい

①令和２年度の県内総生産（名目）に占める

農林水産業の割合は2.9％

農林水産部門の県内総生産は、前年度に比べ

て農業が4.2％、林業が7.7％減少したものの、

水産業が1.2％増加したため、全体では49億円

（4.5％）減少して1,044億円となり、県内総生

産（名目）全体に占める割合は2.9％となった。

②総就業人口のうち農林水産業就業人口は8.6％

農林水産部門の就業人口は、平成２年から令

和２年にかけて、62％に当たる65,472人減少し、

40,122人となった。これにより、総就業人口に

占める割合は30年間で半減し、8.6％となった。

③全世帯に占める農家世帯の割合は7.2％

総世帯数は、平成２年から令和２年にかけて

26,625世帯（7.4％）の増加となった。一方、農

家世帯は68,694世帯（71.2％）減少し、全世帯

に占める農家世帯の割合は19.7％減の7.2％とな

った。

④県土面積に占める耕地面積は12.6％

令和４年の耕地面積は、宅地等への転用や荒

廃農地の増加といった要因により、前年から100

ha減の146,300haとなった。県土に占める耕地面

積の割合は、12.6％となっている。

<図1-8>各種指標に占める農林水産業の位置づけ

注）輸入品に課される税･関税を含む 資料：秋田県県経済計算

資料：総務省「国勢調査」

資料：総務省「国勢調査」、農林水産省「農林業センサス」

資料：農林水産省「耕地面積調査」

358,562
374,821

389,190 393,038 390,136 388,560 385,187 

96,474 88,513 80,563 72,000 59,971 49,048 
27,780 

26.9 
23.6 

20.7 
18.3 

15.4 
12.6 

7.2 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000
（世帯）

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 H17 H22 H27 R2

（％）

0

10

20

30

40

50

③世帯数

総世帯数 うち農家世帯 　農業の占める割合

614,522 608,735
588,385

549,994
503,106

482,867 
463,894

105,594
79,926 64,465 61,307 49,929 46,456 40,122

17.2 

13.1 

11.0 11.1 
9.9 

9.6 
8.6 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000
（人）

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17 Ｈ22 Ｈ27 Ｒ２

（％）

0 

4 

8 

12 

16 

20 

②就業人口

就業人口 うち農林水産業 農林水産業の占める割合

11,613 11,612 11,612 11,636 11,638 11,638 11,638 11,638

1,579 1,546 1,522 1,507 1,495 1,467 1,464 1,463 

13.6 13.3 13.1 13.0 12.8 12.6 12.6 12.6 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

H7 H12 H17 H22 H27 R2 R3 R4

（ｋ㎡）

0

5

10

15

20

25

30
（％）

➃土地面積

総土地面積 うち耕地 耕地割合

33,014 32,890 33,317 33,867 34,636 35,233
36,730 35,814 36,322 35,564

1,133 1,231 1,113 843 969 1,079 1,120 1,100 1,093 1,044

3.4 
3.7 

3.3 

2.5 
2.8 

3.1 3.0 3.1 3.0 2.9 

0

10,000

20,000

30,000

40,000
（億円）

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2

（％）

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

①県内総生産

県内総生産 うち農林水産業 農林水産業の占める割合

- 6 -



Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

◎秋田県の農業産出額の推移

令和３年の農業産出額は1,658億円となり、前

年度と比較すると240億円（12.6％）減少してい

る。

複合型生産構造への転換に向けた取組を進め

、 、てきた結果 園芸品目や畜産物の生産が拡大し

米以外の産出額は782億円となっている。

また、産出額に占める米の割合は、前年度よ

り４％減少し、53％となった。

◎農業産出額の東北各県との比較

農業産出額の東北における順位は前年と同じ

く６位で、５位（宮城県）との差は97億円とな

っている。

、気候風土に合った農業が展開されてきた結果

本県では米の比率が高くなっているが、徐々に

米以外の産出額が増加してきている。

◎全国２位の食料自給率

令和２年度の食料自給率は、カロリーベース

では200％で全国２位、生産額ベースでは158％

で全国９位となっている。

カロリーベースの食料自給率を品目別に見る

、 、 、と 米が877％ 大豆が110％と突出しているが

米を除いた場合は21％と低い。

<図1-9>秋田県の農業産出額の推移

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

<図1-10>東北各県の農業産出額の内訳（R３）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」

<図1-11>食料自給率の推移（カロリーベース）

注) （ ）は概算値。東北の数値はH29以降非公表。

資料：農林水産省「都道府県別食料自給率」
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

◎主要統計一覧

資料：農林水産省「2020年農林業センサス」、「令和４年作物統計調査」

秋田 東北 全国 東北 全国 東北 全国

人 33,720 249,588 1,362,914 5 18 13.5 2.5 

経営体 28,947 194,068 1,075,580 5 14 14.9 2.7 

経営体 27,902 187,774 1,037,231 5 15 14.9 2.7 

主業経営体 〃 5,980 44,540 230,844 5 17 13.4 2.6 

（主業経営体の割合） ％ 21.4 23.7 22.3 3 20 - -

準主業経営体数 経営体 4,845 30,645 142,528 4 8 15.8 3.4 

副業経営体数 〃 17,077 112,589 663,859 4 13 15.2 2.6 

経営体 28,084 182,181 978,109 3 11 15.4 2.9 

単一経営 〃 24,062 148,383 798,685 3 10 16.2 3.0 

（単一経営の割合） ％ 85.7 81.4 81.7 1 12 - -

複合経営 経営体 4,022 33,798 179,424 5 18 11.9 2.2 

（複合経営の割合） ％ 14.3 18.6 18.3 6 36 - -

ha 146,300 820,500 4,325,000 3 6 17.8 3.4 

〃 128,300 591,100 2,352,000 1 3 21.7 5.5 

％ 87.7 72.0 54.4 1 6 - -

経営体 28,610 190,711 1,058,634 4 13 15.0 2.7 

ha 114,453 617,887 3,232,698 1 3 18.5 3.5 

ha 4.0 3.2 3.1 1 2 - -

％ 84.6 83.3 91.4 3 31 - -

ha 82,400 348,300 1,355,000 1 3 23.7 6.1 

トン 456,500 1,948,000 7,269,000 1 3 23.4 6.3 

kg 554 559 536 3 6 - -

実数 順位 シェア

基幹的農業従事者

農業経営体

うち、個人経営体

うち、販売のあった経営体

耕地面積

水田面積

水田率

経営耕地のある経営体数

経営耕地総面積

１経営体あたり経営耕地面積

耕地利用率

水稲作付面積

水稲収穫量

10a当たり収量

区分 単位

水　　　　
稲　　　　　
生　　　　　　　
産

農　　　　　
家
・
人
口

耕　　　　　
地
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

３ 農 地

◎耕地面積は緩やかに減少

耕地面積は、昭和54年までは八郎潟干拓や未

、利用地の開発・造成等によって増加してきたが

その後減少に転じ、令和４年には146,300ha（県

土面積の約13％）となっており、地目別にみる

と、田が88％、畑が12％を占めている。

◎作付延べ面積は前年より400ha減少

令和３年の農作物の作付延べ面積は、前年よ

り400ha減少して123,800haとなった。

耕地利用率は84.6％（東北平均は83.3％）で、

水田率が高いことや冬期間の積雪等により営農

が制約されていることにより、全国平均の91.4

％に比べると低くなっている。

なお、耕地利用率は、平成８年から調整水田

等による転作が認められたこと等によって低下

してきたが、近年は横ばいとなっている。

◎依然高い水稲の作付割合

農作物の作付割合は、水稲が68.5％と圧倒的

に高く、次いで大豆7.1％、そば3.4％、麦類0.2

％となっている（野菜、果樹、花きはその他作

物に含む 。）

<図1-12>耕地面積の動向

資料：農林水産省「耕地面積調査」

<図1-13>作付延べ面積と耕地利用率の動向

資料：農林水産省「作付面積調査」

<図>令和３年農作物の作付面積割合

資料：農林水産省「作付面積調査」
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

４ 森林資源

◎スギ人工林面積は全国一

秋田県の森林面積は約83.5万haで、県土の72

％を占めており、ピークであった昭和55年度の

84.3万haから減少しているものの、最近は横ば

いで推移し、全国で７位、東北で３位となって

いる。

所有形態別では、国有林が46％、民有林が54

％となっており、森林面積に占める国有林の割

合が全国平均の30％を大きく上回っている。

民有林の所有形態は、個人所有が47％と最も

多く、市町村等が14％、森林研究・整備機構森

林整備センター及び（公財）秋田県林業公社が

９％となっている。

人工林・天然林別では、人工林が48％となっ

、 、ており その中でもスギ人工林は約９割を占め

国有林・民有林とも全国１位の面積である。

<表>東北６県におけるスギ人工林面積・順位

資料：林野庁「森林資源の現況」

東北６県 面積（万ha） 全国順位 東北順位

青森県 20 4 3

岩手県 20 3 2

宮城県 13 13 6

秋田県 37 1 1

山形県 16 6 5

福島県 19 5 4

<図1-14>森林面積の推移

注）平成30年度から更新困難地を森林面積に編入

資料：国有林は東北森林管理局調べ

民有林は 調べ県森林資源造成課

<図1-15>人工林・天然林別森林面積（令和３年度）

資料：県森林資源造成課調べ

<図1-16>民有林の所有形態別森林資源（令和３年度）

資料：県森林資源造成課調べ
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

◎民有林の1ha当たり蓄積は277㎥

民有林では、蓄積が年間157万㎥増加し、令和

３年度末には124百万㎥となり、１ha当たりの蓄

積量は277㎥となっている。

スギ人工林では、蓄積が年間で146万㎥増加し

、 。て91百万㎥となっており 利用期を迎えている

注）森林蓄積：立木の幹の体積の総量（㎥）

民有林スギ人工林面積は11・12齢級がピーク◎

民有林のスギ人工林面積は、昭和44年から50

年まで年間１万ha造林運動が展開されたこと等

により、全国一の23万７千haに達している。

齢級別構成では、収入間伐が可能な８齢級以

上が21万６千ha（91％）を占めており、中でも

11・12齢級がピークとなっている。

注）齢級：林齢を一定の幅で括ったもの。林齢１～５年生

る。を１齢級、６～10年生を２齢級等と称す

<図1-17>１ha当たりの森林蓄積の推移

資料：県森林資源造成課調べ

<図1-18>民有林スギ人工林の齢級別面積(令和３年度)

資料：県森林資源造成課調べ
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

５ 農業金融

◎令和４年度の融資額は約156億円

令和４年度の融資額は約156億円で、顕著な増

加となった令和２～３年度に比べ減少したもの

の、依然として旺盛な資金需要が続いている。

公庫資金（スーパーＬ等）が10,759百万円（前

年比92％）で公庫資金（基盤整備）とともに減

少し、農業近代化資金は2,254百万円で、スーパ

ーＳ資金とともに前年度並みの実績だった。

高い資金需要が続く主な要因としては、大規

模法人化に伴う大型機械への投資等による需要

の増加に加え、利子補給の基礎となる国の基準

金利が低く推移していること、スーパーＬ資金

やセーフティネット資金といった公庫資金が借

入時から５年間は実質無利子化できること、ＪＡ

以外の金融機関による農業融資が強化されたこ

と等が挙げられる。

なお、スーパーＳ資金等の運転資金について

も、メガ団地及び大規模畜産団地等の運営主体

や農業法人の経営規模の拡大に伴い、安定した

資金需要が続いている。

<図1-19>農業関係制度資金の融資状況

資料：県農業経済課調べ
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

３ 農林水産業団体の概況

１ 農業団体

◎農業協同組合の経営状況

令和３年度の農業協同組合の経営状況は、低

金利や新型コロナウイルスに伴う景気減速等の

影響により事業収益が減少したものの、事業管

理費の圧縮努力等により、県内全てのＪＡで黒

字決算となり、当期剰余金の合計金額は前年度

と同程度の25億1,600万円となった。

、 、組合員の減少等 経営環境が厳しくなる中で

スケールメリットの発揮による安定した経営基

盤の確立が重要との判断から、平成30年11月の

「 」第30回秋田県ＪＡ大会において 県１ＪＡ構想

が決議され、令和元年７月にＪＡグループ秋田

組織再編協議会が設立された。

これまでに協議会から離脱したＪＡがあるも

のの、令和６年４月の「県域ＪＡ」の実現に向

けて協議が進められてきたが、コロナ禍に伴う

協議停滞と農政を取り巻く情勢の激変により、

合併目標を令和８年４月に変更することになっ

た。

<図1-20>農業協同組合数の推移

資料：県農業経済課調べ

<図1-21>農業協同組合員数の推移

資料：県農業経済課調べ
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

◎県農業共済組合の状況

①県農業共済組合で１兆1,145億円の共済金額

本県の農業共済組合は、令和２年６月１日に

１組合となり、農業共済事業の種類は、農作物

共済（水稲、麦 、家畜共済（乳牛、肉牛、馬、）

、 ）、 （ 、 、 、種豚 肉豚 果樹共済 りんご ぶどう なし

おうとう 、畑作物共済（大豆、ホップ 、園芸） ）

施設共済（ガラス室、プラスチックハウス等 、）

任意共済（建物、農機具、保管中農産物補償）

の６事業となっている。

令和４年度の総共済金額は１兆1,145億円で、

任意共済が全体の93％程度を占めている。任意

共済以外では、農作物共済（水稲）の割合が最

も高く、任意共済を除く共済金額の約56％を占

めている。

近年は、過去に例を見ない大規模災害が全国

各地で発生しており、農作物等に甚大な被害を

もたらしている。

このような中、農業保険制度は、農家経営の

安定、農業生産力の発展に資する恒久的な農業

災害対策として、その役割はますます重要とな

っている。

平成31年１月から始まった農業経営収入保険

制度について、本県における加入実績は、令和

５年３月末時点で2,340経営体となっており、加

入要件である青色申告実施者数のうち33％が加

入済みで、国が目標としている25％を上回って

いる。

◎土地改良区は統合整備により70に減少

本県の土地改良区数は、令和５年３月末現在

で70となっており、統合整備により、昭和45年

の400土地改良区から大幅に減少している。

地区面積が300ha未満の小規模土地改良区が全

体の20％を占めており、関係市町村及び秋田県

土地改良事業団体連合会と連携しながら、統合

整備を積極的に推進し、組織運営基盤の充実・

強化を図っている。

②令和４年度農業共済金の支払実績

令和５年３月末現在で、令和４年度の共済金

支払実績額は515,557千円（前年比66.4％）とな

り、８月の大雨により水稲の支払額が増加し、

約２億円となった。

<表>支払実績の内訳

水稲 198,080千円(未支払有)

麦 55千円

家畜 235,471千円

果樹 16,574千円

大豆 11,622千円(未支払有)

ホップ 0千円

園芸施設 53,755千円

計 515,557千円

<図1-22>土地改良区数の状況

資料：県農地整備課調べ
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

２ 林業団体

◎森林組合の木材取扱量は増加傾向

地域林業の中核的担い手として重要な役割を

果たす森林組合は、広域合併が進み、令和５年

４月３日現在で10組合となっている。

令和３年度の組合員所有森林面積は21万5千

haであり、民有林の48％を占めている。

近年は、組合員数が減少傾向にあるものの、

払込済出資金額は横ばいで推移している。

森林組合の森林造成事業は長年減少傾向にあ

ったが、近年、再造林の推進により、新植面積

は増加傾向で、令和３年度は、新植事業430ha、

保育事業5,053haの合計5,483haとなった。

令和３年度の森林組合の木材取扱量と取扱高

は、販売事業が371千㎥、40億４千万円、林産事

業が316千㎥、26億8千万円となっており、両事

業とも昨年から増加した。

<図1-23>森林組合払込済出資金の推移

資料：県林業木材産業課調べ

<図1-24>森林組合の森林造成事業

資料：県林業木材産業課調べ

<図1-25>森林組合の部門別取扱高の推移

資料：県林業木材産業課調べ
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Ⅰ 秋田県農林水産業の概要

３ 水産団体

◎海面漁協の組合員数は減少傾向

県内の海面漁業協同組合数は、昭和37年には

38漁協だったが、合併により昭和48年までに12

漁協となった。

平成14年４月１日には、全国に先駆けて１県

１漁協体制を構築するため、12漁協のうち９漁

協が合併して秋田県漁業協同組合が誕生し、同

年10月１日に秋田県漁業協同組合連合会を包括

継承した。

現在の漁協数は、合併に加わらなかった能代

市浅内、三種町八竜、八峰町峰浜の３漁協を合

わせて合計４漁協となっている。

令和５年４月１日現在で、組合員数は、正組

合員927人、准組合員349人の計1,276人であり、

年々減少している。

◎内水面漁協の組合員数は減少傾向

令和５年４月１日現在、県内には23の内水面

漁業協同組合がある。このうち、十和田湖増殖

漁協では農林水産大臣免許による共同漁業権漁

業が、八郎湖増殖漁協では知事許可漁業が営ま

。 、れている この２漁協を除く21の河川漁協では

共同漁業権の管理、資源の増殖及び採捕を行っ

ている。

また、河川漁協を会員とする秋田県内水面漁

業協同組合連合会は、内水面漁業の振興や環境

保全に関する事業等、内水面漁場の健全利用に

向けた取組を行っている。

現在の会員数は20となっており、組合員数は

、 、正組合員4,282人 准組合員784人の計5,066人で

海面漁協と同様に、年々減少している。

<図1-26>海面漁協組合員数の推移

資料：県農業経済課調べ

<図1-27>内水面漁協組合員数の推移

資料：県農業経済課調べ
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